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工事 条件付一般競争入札

入 札 説 明 書

１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

入札に参加するものは、次に掲げる条件及び入札公告に掲げる条件をすべて満たして

いる者であること。

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条
の 4第 1項各号のいずれかに該当しない者であること。

（２）福島県建設工事等入札参加資格制限措置要綱（平成 19 年 3 月 30 日付け 18 財第
6342号総務部長依命通達）に基づく入札参加資格制限中の者でないこと。

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に規定による更生手続開始の申立てをし
た者若しくは申立てをなされた者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規
定による再生手続開始の申立てをした者若しくはなされた者にあっては、当該手続

開始の決定の後に「会社更生法に基づく更生手続き開始の決定を受けた者の建設工

事等入札参加資格の再審査等に関する要領」(平成 14年 6 月 17 日付け 14 監第 813
号土木部長通知)により資格の再認定を受けた者であること。

（４）建設業法（昭和 24年法律第 100号。以下「建設業法」という。）第 27条の 23の
規定に基づく有効な経営事項審査を受けている者であること。

２ 入札参加手続等

（１）設計図書等に対する質問について

設計図書等に対する質問は、競争入札設計図書等に関する質問書（様式第 2 号）
により直接持参、ファクシミリ又は電子メールのいずれかの方法で提出すること。

なお、回答については、入札公告に記載されている回答予定日にホームページに

おいて行うものとする。

（２）現場説明会は行わない。

（３）その他

ア 提出書類の差替え又は再提出は認めない。

イ 提出書類の作成、提出に要する費用は、申請者の負担とする。

ウ 提出書類は、返却及び公表を行わず、他の用途には使用しない。

３ 入札等

（１）入札書等の提出について

入札に参加する者は、入札書及び見積内訳書（以下「入札書等」という。）を以

下の方法により提出しなければならない。

ア 入札書等の提出は、一般書留又は簡易書留のいずれかの方法により配達日指定

郵便で行うこと。また、一度提出された入札書等の書換え、引換え又は撤回は認

めない。

イ 入札書等の提出は、外封筒と中封筒の二重封筒とする。
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ウ 中封筒には、入札書のほか下表に示す書類を入れ、封かんの上、封筒の表に

会社名、工事名、工事番号、工事箇所名及び開札日を記載すること。

中封筒に入れ 入札書

る書類 見積内訳書

エ 外封筒には、入札書等（上記（ウ）に示す書類）を同封した中封筒を入れ、外

封筒の表に、会社名、工事名、工事番号、工事箇所名、開札日、担当者及び担当

者連絡先（電話番号・ファクシミリの番号）、入札書等在中の旨を記載すること。

オ 公告に示す郵便局差出期限日は、内国郵便約款上、実際に郵便局に差し出すこ

とが可能な日と異なる場合があるため、事前に、県が指定した配達日指定期日に

配達日を指定できるか、差出しをしようとする郵便局に必ず確認すること。

（２）質問回答の確認について

入札公告が掲載されている福島県立たむら支援学校ホームページにて、「質問の

有無」及び「質問・回答書の内容」を確認してから、入札書等の提出を行うこと。

４ 開札等に関する事項

（１）落札候補者の公表について

予定価格の制限の範囲内で最低価格で入札した者（最低制限価格を下回る入札を

した者を除く。）から２番目までの者を落札候補者とし、公表する。

ただし、開札時に落札候補者となった者がすべて入札参加資格を有しなかったと

きは、順次、次の順位の者が落札候補者となる。

（２）入札結果の公表及び方法について

ア 入札結果の公表は、契約日から 1週間以内に行う。
イ 公表は、福島県立たむら支援学校ホームページにおいて行う。

５ 入札参加資格要件等の審査に関する事項

（１）落札候補者に対する通知

落札候補者が決定した場合は、開札後速やかに第１順位の落札候補者に電話等確

実な方法により通知する。

（２）落札候補者の入札参加資格要件等の審査

落札候補者は、入札参加資格確認に必要な書類の提出を求められた場合は、通知

のあった日から起算して３日以内に条件付一般競争入札参加資格確認書類送付書

（様式第 5号）に当該書類を添えて提出しなければならない。
（３）入札参加不適格の通知

落札候補者が入札参加資格を有していないことを確認した場合は、当該落札候補

者に理由を付して条件付一般競争入札参加資格不適格通知書（様式第 6 号）により
通知する。

（４）入札参加不適格理由の請求

ア 入札参加資格のない旨の通知を受けたものは、その理由について説明を求める

ことができる。
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イ アにより説明を求める場合には、通知を受けた日から起算して３日以内に書面

により提出しなければならない。

ウ イにより書面が提出されたときは、受理した日から起算して６日以内に書面に

より回答するものとする。

（５）落札者の決定

落札候補者が入札参加資格を有すると確認され、当該落札候補者を落札者とすべ

きと決定されたときは、速やかに電話等確実な方法により通知する。

６ 入札保証金及び契約保証金

（１）入札保証金

福島県財務規則第 249条第 1項第 5号の規定に基づき入札保証金は免除する。た
だし、落札者決定の通知を受けた後、契約締結しない場合には見積りに係る入札金

額（消費税及び地方消費税を含む。）の 100 分の 3 に相当する額を納めなければな
らない。

（２）契約保証金

落札者は契約金額の 100 分の 10 以上の額の契約保証金を納付しなければならな
い。

なお、契約保証金の納付は、福島県工事請負契約約款（以下「約款」という。）

第 4条の規定による担保の提供をもって代え、又は保証を付したときは免除する。
また、請負代金額が 500 万円に達しないときは、契約保証金の納付を免除する。
ただし、契約締結後において、請負代金額の変更により変更後の請負代金額が 500
万円以上となるときは、この限りではない。

７ 入札の無効

１の入札に参加する者に必要な資格のない者がした入札及び福島県工事等競争入札心

得（以下「入札心得」という。）において示す入札に関する条件等に違反した入札は無

効とする。

８ その他

（１）入札の方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の８に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その金額を切り

捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 108分の 100に相
当する金額を入札書に記載すること。

（２）契約は、約款によるものとする。なお、契約の方法及び入札の条件、入札心得を

熟知すること。

（３）書類は原則としてＡ 4判とすること。
（４）提出書類に虚偽の記載をした場合においては、工事等の請負契約に係る入札参加

資格制限を行うことがある。
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（５）経営事項審査について

建設業法第 27条の 23及び建設業法施行規則（昭和 31年建設省令第 14号）第 18
条の 2 の規定により、契約に当たっては、有効な経営事項審査が必要であるので、
経営事項審査の有効期限の確認のため、入札後、契約前に発注者に提出を求められ

た場合には、経営事項審査の「総合評定値通知書」の写しを提出すること。（契約

金額が 500万円（建築工事にあっては 1,500万円）以上のものに限る。）
（６）配置予定の技術者について

ア 複数の工事に同一の技術者を配置技術者として応札する場合

同一の技術者を重複して複数工事の配置予定技術者とし応札する場合において、

他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができなくなっ

たときは、速やかに入札書を無効とする申出書等を提出しなければならない。

イ 他の建設工事の配置技術者を当該工事の配置技術者として応札する場合

建設業法第 26 条第 3 項の規定に基づき、配置技術者の専任を要する工事であ
る場合、開札時点において、他の建設工事の配置技術者となっている場合でも、

その工事の専任を要する期間が当該工事の専任を要する期間と重複していなけれ

ば配置予定技術者とすることができる。ただし、工期延長等により配置予定の技

術者を配置することができなくなったときは、速やかに入札書を無効とする申出

書等を提出しなければならない。

ウ 配置技術者の兼務

建設業法施行令第 27 条第 2 項の規定が適用される、工事の対象となる工作物に
一体性又は連続性が認められる工事又は施工に当たり相互に調整を要する工事で、

工事現場の相互の間隔が 10 ㎞程度以内の近接した場所において施工されるもの
について、専任の主任技術者による兼務を認める。

エ 配置技術者の専任期間

建設業法第 26 条第 3 項の規定に基づき、配置技術者の専任を要する工事であ
る場合、配置技術者を専任で配置すべき期間は契約工期が基本になるが、次の期

間については工事現場（工場製作は除く。）への専任は要さない。

・請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間

・工事用地の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を

全面的に一時中止している期間

・橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場

製作のみが行われている期間（ただし、工場には専任で配置すること。）

・現場施工が終了し、完成届を提出した後の期間

オ 配置予定技術者に関する入札の条件に違反した場合

他の工事を落札したこと等により配置予定の技術者を配置することができない

にもかかわらず落札候補者を辞退せずに落札者を決定した場合には、契約を締結

しないことや、契約の解除及び要綱に基づく入札参加資格制限を行うことがある。

カ 直接的かつ恒常的な雇用関係

配置予定技術者は、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることが必

要であり、当該技術者が専任である必要がある場合（請負金額が建築工事にあっ
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ては５千万円以上。それ以外は２千５百万円以上。）には、さらに開札日以前に

３か月以上の雇用関係にあることが必要である。

（７）再度入札について

初回入札によって落札候補者が決定されなかったときは、初回の入札参加者を対

象とする再度入札を行う場合がある。この場合の入札には、失格又は無効（ただし、

入札心得第 6 条第 1 項第 2 号から第 6 号までの規定に基づく無効を除く。）の入札
をした者は、再度入札に参加できないものとする。

なお、再度入札における入札書の提出期日等は、再度入札の実施決定後に別途通

知する。

また、これらの規定は、予定価格を事前に公表している場合は適用しないものと

する。

（８）被災者等の雇用について

本工事の実施に当たっては、東日本大震災による被災者等の優先的な雇用に努め

ること。

（９）工事完成後の実地調査について

下請保護の観点から、落札率の低い工事や下請契約の適切性が懸念される工事に

ついての下請状況を確認するため、下請代金支払い後に元請、下請業者に対して個

別に実地調査を行う場合がある。

調査の対象となった場合は、調査に協力しなければならない。

なお、調査の結果、建設業法又は福島県元請・下請関係適正化指導要綱に違反す

る事実が確認された場合、県は違反した者及びその者を指導する立場にある者（県

から直接工事を請け負った元請や違反した者の元請）に対して指導を行う。

これに対して適切な対応がなされない場合には、入札参加資格制限、工事成績の

減点などの措置を行う場合がある。

（10）積算内容に対する疑義申し立てについて
この入札に参加した者で、積算内容に疑義がある場合は「工事等の積算内容に対

する疑義申し立てに関する試行要領」（平成 25 年 3 月 28 日付け 24 財第 2935 号総
務部長依命通達）により、契約の締結前に疑義の申し立てができる。
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契 約 の 保 証 に つ い て

１ 落札者は、以下（１）から（５）までのいずれかの書類の提出又は提示をしなければ

ならない。

（１）契約保証金に係る契約保証金領収書の提示

［注］ア 契約保証金領収書は、発注者の発する納入通知書により、納入通知書裏面記載

の指定金融機関若しくは指定代理金融機関又は関係の出納機関に契約保証金に相

当する現金（現金に代えて納付する小切手にあっては、指定金融機関又は指定代

理金融機関が振り出したもの又は支払保証したものに限る。）を払い込んで、交

付を受けること。

イ 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、

発注者の指示に従うこと。

ウ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、契約保証金は、地

方自治法第２３４条の２第２項の規定により福島県に帰属する。

なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分

を徴収する。

エ 受注者は、発注者へ工事目的物の引渡し後、契約保証金の払渡を求める旨の請

求をすること。

（２）契約保証金に代わる担保としての有価証券に係る保管有価証券領収書の提示

［注］ア 契約保証金に代わる担保となる有価証券の種類及びその担保価額は、次のいず

れかに限るものとする。

① 福島県債証券 額面金額

② 国債証券 額面全額の１０分の８

イ 保管有価証券領収書は、福島県出納局出納総務課又は県中地方振興局出納室に

契約保証金の金額に相当する担保価額の有価証券を払い込んで、交付を受けるこ

と。

ウ 上記イの有価証券が記名証券の場合は、その払い込みの際に売却承諾書及び白

紙委任状を添えて払い込むこと。

エ 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取り扱いについて

は、発注者の指示に従うこと。

オ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、担保とした有価証

券は、地方自治法第２３４条の２第２項の規定により福島県に帰属する。

なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分

を徴収する。

カ 受注者は、発注者へ工事目的物の引渡し後、有価証券の払渡を求める旨の請求

をすること。
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（３）債務不履行による損害金の支払いを保証する金融機関等の保証に係る保証書の提出

［注］ア 債務不履行により生ずる損害金の支払いの保証ができる者は、出資の受入れ、

預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５号）に規定す

る金融機関である銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働

金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業

協同組合、水産業協同組合若しくはその他の貯金の受入れを行う組合（以下「銀

行等」という。）又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律

第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以下「金融機関等」とい

う。）とする。

イ 保証書の宛名の欄には、「福島県立たむら支援学校長 齊藤恵子」と記載する

ように申し込むこと。

ウ 保証債務の内容は工事請負契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払い

であること。

エ 保証書上の保証に係る工事の工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工

事名が記載されるように申し込むこと。

オ 保証金額は、契約保証金の金額以上とすること。

カ 保証期間は、工期を含むものとすること。

キ 保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後６ヵ月以上確保されるもの

とすること。

ク 請負代金額の変更又は工期の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場

合の取扱いについては、発注者の指示に従うこと。

ケ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、金融機関等から支

払われた保証金は、地方自治法第２３４条の２第２項の規定により福島県に帰属

する。なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴

収する。

コ 受注者は、銀行等が保証した場合にあっては、発注者へ工事目的物の引渡し後、

発注者から保証書の返還を受け、銀行等に返還するものとする。

（４）債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券の提出

［注］ア 公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保

証する保証である。

イ 公共工事履行保証証券の宛名の欄には、「たむら支援学校長 齊藤恵子」と記

載するように申し込むこと。

ウ 証券上の主契約の内容としての工事名の欄には、工事請負契約書に記載される

工事名が記載されるように申し込むこと。

エ 保証金額は、請負代金額の１０分の１の金額以上とすること。

オ 保証期間は、工期を含むものとすること。

カ 請負代金額の変更又は工期の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場

合の取扱いについては、発注者の指示に従うこと。
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キ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払

われた保証金は、地方自治法第２３４条の２第２項の規定により福島県に帰属す

る。なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収

する。

（５）債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券の提出

［注］ア 履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に、保険金を支払うことを約する

保険である。

イ 履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。

ウ 保険証券の宛名の欄には、「福島県立たむら支援学校長 齊藤恵子」と記載す

るように申し込むこと。

エ 証券上の契約の内容としての工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工

事名が記載されるように申し込むこと。

オ 保険金額は、請負代金額の１０分の１の金額以上とすること。

カ 保険期間は、工期を含むものとすること。

キ 請負代金額の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては、発注者

の指示に従うこと。

ク 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払

われた保険金は、地方自治法第２３４条の２第２項の規定により福島県に帰属す

る。なお、違約金の金額が保険金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収

する。

２ １の規定にかかわらず、落札額が５００万円未満となる場合は、契約の保証を付さな

い。ただし、契約締結後、請負代金額の変更により変更後の請負代金額が５００万円以

上となるときには、約款第４条に規定する契約の保証を付すものとし、この場合は１の

規定を準用する。


